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資料１ 

空港研究部の運営方針 
 
 
１．使命 
 

空港政策の重点が「整備」から「運営」にシフトし、既存ストックを最大限活用すること

を基本とする中で、「整備」については、今後とも需要を厳格に見極めた上で、将来需要に

対応するための施設整備・機能向上等を図りつつ、「運営」については、既存の空港を有効

活用することにより、多様化し、高度化する空港利用者のニーズに的確に対応し、空港の効

果的かつ効率的な運営の確保、空港施設の適切な維持・更新等を図ることが急務となってい

る。 

近年、自然災害の激甚化・多様化・頻発化、維持管理・更新の重要性と効率化・高度化の

必要性の高まりやコンセッションの進展等、空港を取り巻く環境が大きく変化してきている

中、空港に求められる機能も拡がり、従前からの災害の激甚化・頻発化やインフラ老朽化へ

の対応等に加え、空港業務の生産性向上や脱炭素化の推進等、その重要性・深刻性が増して

いる課題への対応も求められている。 

「科学技術・イノベーション基本計画（第7期）」、「国土交通省技術基本計画（第6期）」

や「交通政策基本計画（第3次）」の策定に合わせて改訂される「空港技術基本計画（計画

期間：令和5年度から令和14年度までの10 年間）」を踏まえ、空港を取り巻く課題解決に

向けた調査研究や現場業務の支援を引き続き着実に進めていく。 

 

２．国土・社会の動向、空港を取り巻く課題への対応 
 

（１）航空需要の動向 

コロナ禍によって減少した旅客数は、国内線ではコロナ禍前を上回る水準に回復してい

る中で、コロナ禍を契機に需要構造が変化し、比較的高単価の出張・業務（ビジネス）目

的の旅客需要が減少したまま依然としてコロナ禍前の水準まで回復していない。 

国際線は、令和7年（2025年）の訪日外国人数が年間で過去最高を記録した前年（2024 

年）の約 3700 万人を上回り、史上初めて 4000 万人を超えて約 4270 万人となる一方で、

令和7年の出国日本人数はコロナ禍前の平成31年（2019年）の約2000万人まで回復して

いない。 

 

（２）空港を取り巻く課題への対応 

①国民の安全・安心の確保 

自然災害が頻発化、激甚化する中、東日本大震災や近年の大規模自然災害を踏まえて取

組を進めてきており、「空港における自然災害対策に関する検討委員会」においてその推

進方策を検討のうえ、空港 BCP（A2-BCP）（95 空港で策定）の更なる実効性の強化に必要

な対応を行っている。令和6年能登半島地震等を踏まえ、令和7年8月に空港法等の一部

を改正する法律を公布し、地方管理空港等の災害時における工事代行・権限代行制度を創

設。これにより、災害復旧工事及びエプロンの利用調整等に関する業務を空港管理者に代

わって行うことが可能となった。 

衛星やドローンの利活用により情報を迅速に収集することで、被災地における広範囲な

情報の把握や初動対応の迅速化、施設の被害状況の迅速かつ正確な把握、更には救援活動

のリスク軽減や二次災害の防止等を行うことが期待されており、地震や豪雨災害等の発生

時における空港施設の点検へのドローン使用に向けて、国管理空港等にドローンを順次配

備予定である。 
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②効率的・効果的な整備・メンテナンス 

今後、更なる老朽化が見込まれる中、不特定多数の利用者が集まる空港において、利用

者の安全確保は、空港の機能のうち重要なものの一つであり、そのための空港施設の適切

な維持管理・更新や機能向上の取組が不可欠。一方で、空港の整備や維持管理を担う建設

業においても、建設業就業者数の減少や就業者の深刻な高齢化に伴い、中長期的な担い手

確保・育成が喫緊の課題となる中で、働き方改革や処遇改善の取組と合わせて、生産性向

上の推進が急務。このため、「空港内の施設の維持管理等に係る検討委員会」や「港湾・空

港工事のあり方検討会」などの検討を踏まえ、インフラメンテナンスの高度化・効率化に

向けた技術や、効率的・効果的な施工の実現に向けた技術の開発・実装のための取組を進

めている。 

 

③空港の持続的な発展 

生産年齢人口が減少する中でも旺盛な航空需要に対応していくため、空港業務（グラン

ドハンドリング業務、警備・保安検査業務、維持管理業務）の生産性向上が必要。このた

め、「空港制限区域内における自動走行の実現に向けた検討委員会」や「空港グランドハン

ドリング作業の生産性向上に関する検討委員会」などの検討を踏まえて取組を進めており、

令和7年12月に羽田及び成田空港において自動運転レベル4でのトーイングトラクターの

運用が開始された。 

また、空港整備事業評価手法の高度化に向けて、現行の「空港整備事業の費用対効果分

析マニュアル Ver.4（平成18年 3月策定）」に基づく空港整備事業に関する事業評価手法

について、航空保安システムの費用対効果分析マニュアルと合わせて、令和7年度末に同

マニュアルが改訂される。 

 

④航空分野の脱炭素化 

「2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現」に向けて、令和4年度には航空法・

空港法等を改正する等、航空分野の脱炭素化を推進している。 

空港分野では、各空港において「空港脱炭素化推進計画」（令和8年3月時点で、全ての

国・会社管理空港を含む51空港で認定済）を踏まえ、空港施設・空港車両の省エネ化や空

港の再エネ拠点化等の取組が進められている。また、航空機運航分野では、「航空運送事業

脱炭素化推進計画」を4件認定（令和7年3月）。持続可能な航空燃料（SAF）導入促進の

取組として、ICAO（国際民間航空機関）のCORSIA（国際民間航空のためのカーボン・オフ

セット及び削減スキーム）が2019年に開始されて以来、SAF利用に伴うCO2排出削減につ

いて、世界で初めて我が国が報告した（令和7年12月公表）。 

 

（３）「５～１０年の中期にわたる研究の全体像」 

・現場業務の支援（下記3.(2)）を着実に実施する。 

・航空局に設置されている空港技術懇話会における「空港技術基本計画」の定期的なフォロ

ーアップと連携し、同計画に示された課題毎の研究開発の動向や残された課題等の把握に

努め、新たな研究課題の抽出に取り組む。 

 

３．令和８年度に特に重視する研究・活動の実施方針 
 
（１）重点研究課題 

「空港技術基本計画」に示された課題のうち、特に、国民の安全・安心の確保、効率的・

効果的な整備・メンテナンス及び空港の持続的な発展に資する調査・研究を進める。 
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① 国民の安全・安心の確保に関する調査・研究 

・地震発生後、緊急輸送の拠点となる空港における滑走路の使用可否の判断を可能とするた

めの緊急点検のポイントや具体的な応急復旧方法を記載した「地震後の空港舗装の点検・ 

応急復旧マニュアル」を令和 3 年 4 月に制定。令和 6 年能登半島地震での教訓を踏まえ、

地震直後の空港において点検機材の確保が困難となる状況を想定し、調達しやすい機材を

用いて空港管理者が舗装の被害を速やかに把握できるようにするための研究を進める。 

・国管理空港等へのドローン順次配備予定に対応する空港関係者の技術力の維持・向上を図

るため、ドローン研修を実施する（下記3.(2)の各種研修の一研修である）。 

 

②効率的・効果的な整備・メンテナンスに関する調査・研究 

・空港土木施設設計要領（舗装設計編）の設計法における課題（プレキャストコンクリート

舗装の改修方法）解決や現場からの要望（新しいグルービング寸法の効果の検証）に対応

するため、改正に向けた検討を進める。 

・空港舗装の効率的・効果的な整備・メンテナンスの実現に向けて、夏場に頻発する突発破

損の抑制策、舗装表面の変状に繋がる舗装内部の水による劣化を検出する調査技術、夜間

の作業時間が短い空港で求められる施工時間・工期の短縮可能な材料・工法といった課題

の解決や、モバイルマッピングシステム（MMS）や合成開口レーダー（SAR）衛星をはじめ

とするリモートセンシング技術の更なる活用を図るための研究を進める。 

・空港コンクリート構造物（ボックスカルバート、Ｕ型側溝等）のプレキャスト化推進のた

め、前年度までに作成した標準規格化・BIM/CIM 標準モデルの利用促進策を検討する。ま

た、空港土木施設のBIM/CIM推進のため、令和7年度に試行運用したBIM/CIMプラットフ

ォームの機能改良等を進める。 

 

③空港の持続的な発展に関する調査・研究 

〇人手不足解消に向けた技術 

・GSE 車両の自動走行化について、上記 2.(2)③の自動運転レベル 4 でのトーイングトラク

ター運用開始に活用されたこれまでの研究成果を踏まえ、引き続き自動走行の台数や走行

区域の拡大に向けた調査・研究を進める。 

〇将来需要の予測手法の高度化 

・航空市場環境の変化の反映や説明力の向上を図るためにこれまで継続的に改善を進めてき

た航空需要予測モデルについて、昨今の航空需要の動向（上記 2.(1)を参照）を踏まえ、

訪日外国人数の急回復やその国内周遊、コロナ禍後の需要構造の変化に着目して、改善を

進める。 

 

（２）現場業務の支援 

・災害発生時において、空港舗装施設の点検、応急復旧等に対する技術的支援を行うための

体制を確保する。 

・社会情勢の変化や施工技術の高度化、施工形態の変化を踏まえた空港土木工事請負工事積

算基準の改定を進めるほか、現場からの要望等を踏まえた業務システム（空港土木積算シ

ステム、空港工事等帳票管理システム、空港舗装等巡回点検システム等）の改良も進める。 

・航空局、地方整備局、地方航空局、地方公共団体、空港会社、コンセッション運営会社等

からの技術相談に対応する。 

・空港関係者の技術力の維持・向上を図るため、航空局、地方整備局、地方航空局、地方公

共団体、空港会社、コンセッション運営会社等を対象に、国立研究開発法人 海上・港湾・

航空技術研究所 港湾空港技術研究所（港空研）を含む研究所職員、外部講師による各種

研修を実施する。 
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（３）所内の他研究部や外部との連携 

・空港会社、コンセッション運営会社、地方空港の管理者である地方公共団体、主要航空会

社や学識経験者等多様な空港関係者との情報交換やネットワーク作りを進め、研究成果や

空港現場の課題について情報共有等を図る。 

・国土交通省の SBIR 制度に基づくスタートアップ企業による維持管理や運営等の生産性向

上等に関わる研究開発や社会実装を支援する。 

・所内の他の研究部や港空研、学術機関等との連携を特に意識し、積極的な情報・意見交換

を図る。 

 

（４）研究成果の社会実装や情報発信 

・研究成果について、空港・航空政策や政策文書（マニュアルやガイドライン等）への反映

を図るほか、国総研報告・資料等を通じて幅広く発信する。 

・専門分野へ研究成果を発信するとともに、専門研究者との議論、意見交換等により研究ス

キルを向上し、学術的価値の高い研究成果創出を図るため、学会活動（土木学会等）への

参画や論文投稿等を積極的に実施する。 

 

（５）国際研究活動 

・海外の航空当局（ベトナム航空局等）・空港プロジェクト（チンギスハーン国際空港拡張

事業等）への協力支援要請や国際会議等への参加要請等があった場合には、当部の知見を

活用し積極的に対応する。 

 


